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平成１９年１１月２９日 

各     位 

会 社 名   株式会社ＮＦＫホールディングス 

代表者名   代表取締役社長 久保田 隆 

 （ＪＡＳＤＡＱ・コード６４９４） 

問合せ先     

役職・氏名  管 理 ・総 務 担 当  執 行 役 員 

掛野 義都 

電話 ０４５－５７５－８０７１ 

 

特別損失の発生及び業績予想(連結・個別)の修正に関するお知らせ  

 

この度、当社において下記のとおり特別損失が発生いたしますので、その概要をお知らせするとともに、

平成19 年9 月中間期（平成19 年4 月1 日～平成19 年9 月30 日）の業績予想を修正いたします。  

  

１．特別損失の発生及びその内容  

 平成19 年8 月の社長交代による現体制への移行を期に、過去に行われた投融資について、その投

融資先の財政及び経営状況の精査を行ってまいりました。その結果、当中間連結会計期間より株式会社

ゲネシスを連結の範囲に含めることといたしました。同時に、下記事項に付き減損処理及び貸倒引当処

理を行い、連結中間期において、特別損失として１,６５０百万円計上することといたしました。  

 

（１）投資有価証券の評価損  

すべての投資先について、財務諸表の精査をやり直し、必要に応じて投資先を訪問して会計帳簿

の閲覧及び経営陣のヒアリングを実施し、当社が新たに設定した基準に従い厳格な査定を行った結果、

非上場株式４銘柄・帳簿価額１７９百万円に対し、今回１７０百万円の評価損失を計上することといたし

ました。 

 

（２）貸倒引当金繰入  

すべての融資先に対して、財務諸表の精査をやり直し、必要に応じて融資先を訪問して会計帳簿

の閲覧及び経営陣のヒアリングを実施し、回収可能性を査定した結果、平成19 年9 月中間期におけ

る融資残高２,５３２百万円に対し、ＮＦＫホールディングス（ＮＦＫファイナンスから継承分を含む）および

ＮＦＫコンサルタントからの１０件の融資について、１件当たり最大４７１百万円、最小８百万円、合計１,１

９２百万円の貸倒引当金を計上することといたしました。 

また過去に行われた投融資事業につきましては、最大限の回収をはかってまいります。 

 

 

 

 



 2

（３）のれんの減損損失  

連結子会社の財政及び経営状況の悪化にともない、「のれん」の減損処理を行った結果、株式会

社ラジアント分９９百万円および株式会社ゲネシス分３１百万円の合計１３１百万円を減損損失として計

上することといたしました。 

 

（４）在庫評価損 

  グループ各社が保有する棚卸資産について、その資産性を再評価した結果、株式会社ゲネシス分

（試作品）として７０百万円を棚卸資産整理損として計上することといたしました。 

 

（５）固定資産減損損失 

  グループ各社が保有する固定資産について、その資産性を再評価した結果、株式会社ゲネシス分

（特許権）として３７百万円を固定資産減損損失として計上することといたしました。 

 

（６）その他 

  銀座事務所撤退費用、固定資産除却・売却損失、貸倒損失等により、５０百万円の損失を計上するこ

とといたしました。 

 

２．平成19 年9 月中間期業績予想（連結）の修正について  

上記１．の結果、平成19 年9 月中間期業績予想を次のとおり修正いたします。  

 

（１） 中間期（平成19 年4 月1 日～平成19 年9 月30 日）業績予想の修正  

（単位：百万円）   

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

前回予想（Ａ）  ５，５００  １１０ ６０ ４０ 

今回修正（Ｂ） ２，８９１ △１１７ △４１８ △１，８３９ 

増減額（Ｂ－Ａ） △２，６０９ △２２７ △４７８ △１，８７９ 

増減率（％） △４７．４ ― ― ― 

 

修正理由  

売上高につきましては、石油プラント、製鉄関連、自動車関連等の熱処理を中心とした工業炉燃焼装

置製造事業では、計画２,３００百万円に対し２,１１６百万円（増減率△８％）と当期計画に比べて若干下回

ったものの、売上高営業利益率は１０％を達成し好調に推移しました。一方、不動産事業においては、建

築基準法改正による戸建事業への悪影響、仕入コストの増加、販売競争の激化など厳しい事業環境が

続いているため、売上高は３,２００百万円の計画に対し７１６百万円（増減率△７６．２％）と当期計画に比

べ大幅に減少いたしました。 

不動産事業につきましては、本事業を取り巻く外部環境が下期も更に厳しくなる見通しであるため、事

業内容の大幅な見直しを行う予定でございます。見直した内容につきましては、決定次第直ちに開示さ

せていただく予定でございます。 

営業利益および経常利益につきましては、上記売上高減少の結果、人件費等の固定費及び借入金の

金利負担を吸収できず、営業利益が１１７百万円、経常利益が４１８百万円の赤字となりました。  

当期純利益につきましては、本業回帰に向けた過去の最終処理を前提に、資産見直しを実施した結

果、先に記載した多額の特別損失が発生した影響で、１,８３９百万円の赤字となりました。 
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３．平成19 年9 月中間期業績予想（個別）の修正について  

上記１．の結果、平成19 年9 月中間期業績予想を次のとおり修正いたします。 

  

（１）中間期（平成19 年4 月1 日～平成19 年9 月30 日）業績予想の修正 

（単位：百万円）   

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

前回予想（Ａ） ３００ １００  ４０ ３０ 

今回修正（Ｂ） １９３ △０ △１６ △２，０４７ 

増減額（Ｂ－Ａ） △１０７ △１００ △５６ △２，０７７ 

増減率（％） △３５．７ ― ― ― 

 

修正理由  

売上高につきましては、余資の運用及び不動産関連会社からの金利及び業務委託料等の収入が、予

想よりも大幅に下回った影響で１９３百万円となりました。営業利益および経常利益につきましては、売上

高減少による影響で営業利益が０円、経常利益が１６百万円の赤字となりました。    

また、本業回帰に向けた過去の最終処理を前提に資産見直しを実施した結果、多額の特別損失が発

生した影響で、予想当期損失額が大幅に増加し２,０４７百万円となりました。  

 

４．平成20 年3 月期通期業績予想（連結）の修正について  

上記１．の結果、平成20 年3 月期通期業績予想を次のとおり修正いたします。  

 

（１）平成20 年3 月期通期（平成19 年4 月1 日～平成20 年3 月31 日）業績予想の修正  

（単位：百万円）   

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

前回予想（Ａ） １３，０００  ３００  １５０ １００ 

今回修正（Ｂ） ７，５００ △３０ △２５０ △１，７００ 

増減額（Ｂ－Ａ） △５，５００ △３３０ △４００ △１，８００ 

増減率（％） △４２．３ ― ― ― 

 

修正理由  

売上高につきましては、石油プラント、製鉄関連、自動車関連等の熱処理を中心とした工業炉燃焼装

置製造事業では、今後も順調に推移することが予想され、計画４,５００百万円を達成する見込みでありま

す。一方、不動産事業等においては、上期同様に建築基準法改正による戸建事業への悪影響、仕入コ

ストの増加、販売競争の激化など厳しい事業環境が続いており、事業の縮小を視野に入れた大幅な見直

しを図るため、売上高は８,０００百万円の計画に対し３,０００百万円（増減率△６２．５％）と当期計画に比

べ大幅に減少する予定でございます。 

不動産事業につきましては、本事業を取り巻く外部環境等を慎重に精査し、当社グループでの位置付

けを含め、事業内容の大幅な見直しを実施する予定でございます。見直した内容につきましては、決定

後直ちに開示させていただく予定でございます。 

営業利益および経常利益につきましては、上記売上高減少の結果、人件費等の固定費及び借入金の

金利負担を吸収できず、営業利益が３０百万円、経常利益が２５０百万円の赤字となりました。  

当期純利益につきましては、本業回帰に向けた過去の最終処理を前提に、資産見直しを実施した結

果、先に記載した多額の特別損失が発生した影響で、１,７００百万円の赤字となりました。 
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５．平成20 年3 月期通期業績予想（個別）の修正について  

上記１．の結果、平成20 年3 月期通期業績予想を次のとおり修正いたします。  

 

（１）平成20 年3 月期通期（平成19 年4 月1 日～平成20 年3 月31 日）業績予想の修正 

（単位：百万円）   

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

前回予想（Ａ） ７００ ３００  １２０ １００ 

今回修正（Ｂ） ３４０ １０  △５ △２，０４０ 

増減額（Ｂ－Ａ） △３６０ △２９０ △１２５ △２，１４０ 

増減率（％） △５１．４ ― ― ― 

 

修正理由  

売上高につきましては、余資の運用及び不動産関連会社からの金利及び業務委託料等の収入が、予

想よりも大幅に下回ることが予測されるため３４０百万円となりました。営業利益および経常利益につきまし

ては、売上高減少による影響で営業利益が１０百万円となり、経常利益は５百万円の赤字となりました。    

また、本業回帰に向けた過去の最終処理を前提に資産見直しを実施した結果、多額の特別損失が発

生した影響で、予想当期損失額が大幅に増加し２,０４０百万円となりました。  

 

 

以 上 

 


